
※分類は該当するものをプルダウンから選択してください

凡例：

初回記入日：

最終更新日：

記入対象期間：

１．登録要件に対する自己点検

自己点検

満たしていない

満たしていない

※プルダウンから選択

満たしていない

満たしていない

満たしている

※プルダウンから選択

満たしている

満たしている

満たしている

満たしている

満たしている

満たしている

満たしている

満たしている

満たしている

満たしている

満たしている

満たしていない

満たしていない

満たしている

満たしていない

満たしている

満たしている

満たしている

申請様式ver2.0

2025年　4月　1日　～　2026年　3月　31日

※要資料

（５）安定的な運営資金の確保

様式7-3_登録要件充足確認書 ２（５）

様式6-2_財源計画 ２

オ.安定財源確保率について、データの収集及び分析、評価を行ない、その結果を報告すること。目標の達成状況を踏まえ、計画の見直しを行うこ

と。

エ.財源計画の分析、評価及び見直しを行うこと。

様式7-3_登録要件充足確認書 ２（４）

様式7-3_登録要件充足確認書 ２（４）

様式5_法人概要 １

様式5_法人概要 １

ク.基礎的な研修を受講していること。　※前年度までに中核人材、実務人材向け研修を受講した３名以上の修了証を添付

キ.【新規登録】観光地域づくり法人の職員の満足度調査の実施及び満足度に係る数値目標を設定していること。

【更新登録】観光地域づくり法人の職員の満足度について、データの収集及び分析、評価を行ない、その結果を報告すること。また、目標の達成状

況を踏まえ、計画の見直しを行うこと。

カ.３名以上の常勤職員を配置していること。　※3名以上の勤務形態が常勤であることがわかる資料を添付

オ.財務責任者（CFO）を配置していること。

エ.データ分析に基づいたマーケティングに関する責任者（CMO）を配置していること。

関係資料

（１）観光地経営戦略の策定、数値目標の設定、各種データ等の収集及び分析

イ.観光資源の磨き上げ、地域の「売り」となる観光資源を活用した商品の開発や販売、地域が観光客に提供するサービスの品質管理、向上、評価

をする仕組みや体制を構築すること。

ウ.観光客に対し、地域一体となって戦略に基づく一元的な情報発信やプロモーションを行うこと。

エ.広域連携 DMO 及び都道府県 DMO は、第６ １（１）ウにて定めた方針を踏まえた事業計画書を作成していること。

（２）観光地経営戦略に基づく取組の具体化と実施、検証、改善

※要資料

様式7-3_登録要件充足確認書 ２（１）

様式6-1_観光地経営戦略 ⑬-1,⑬-2

イ.ガイドラインで定める必須KGIと必須KPIで定める全てのデータの収集及び分析ができる仕組みが構築されていること。

ウ.広域連携DMO及び都道府県DMOは、ガイドライン第６ １（１）ウで求められる役割に応じた方針を策定すること。

様式7-2_事業報告書 （DMO独自様式）

全法人が記入する項目

登録済みの法人が記入する項目

　2026年　6月　25日

様式中の該当箇所登録要件

様式6-1_観光地経営戦略
ア.ガイドラインで定める①～⑫（更新の場合は⑬含む）の全ての要素で構成され、中長期（４～５年間）を対象とした観光地経営戦略を作成

すること。

　2026年　7月　22日

更新登録時に記入する項目

様式7-3_登録要件充足確認書 ２（２）

様式7-3_登録要件充足確認書 ２（２）

様式7-1_事業計画書 （DMO独自様式）

ア.戦略に基づく短期（１年間）を対象とした事業計画書を作成すること。また、KGIやKSF、KPIの達成状況及び計画の実施状況について評価・

分析した上で事業報告書等を作成し、関係者と共有すること。　※実際に共有を行った資料を添付

ア.法人格を取得していること。　※初回のみ法人登記を添付

※要資料

※要資料

（４）観光地域づくり法人の組織の確立

※初回のみ要資料

（３）多様な関係者との体制構築

ー

様式7-3_登録要件充足確認書 ２（３）

様式7-3_登録要件充足確認書 ２（３）

様式7-3_登録要件充足確認書 ２（３）

様式7-3_登録要件充足確認書 ２（３）

ア.観光地経営戦略の策定等の合意形成において、観光地域づくり法人が中心的な役割を担っていること。

イ.マネジメント区域の多様な関係者による合意形成に当たっては、ガイドラインで定める①又は②のいずれかに該当すること。

ウ.合意形成の仕組みの中に、ガイドラインで定める①～④の全てが参画していること。　※会議体の最新版の構成員名簿を添付

エ.地域住民をはじめとするマネジメント区域の多様な関係者に対し、観光地経営戦略等の共有を行ない、意見の収集や反映を図ること。但し、広

域連携 DMO 及び都道府県 DMO については、その限りではない。　※実際に共有を行った資料を添付

オ.合意形成の仕組みの場（意思決定機関）での議事内容を公表すること。

ー

ウ.最終的な責任者を明確化していること。

イ.意思決定機関（第６ １（３）イにおける「合意形成の仕組み」と同義）を設置していること。

様式7-3_登録要件充足確認書 ２（５）

様式6-2_財源計画

様式7-3_登録要件充足確認書 ２（５）

ウ.安定財源確保率の設定と評価を行うこと。

イ.財源計画を作成していること。

ア.観光地域づくり法人が自律的かつ継続的に活動するための運営資金の確保に取り組むこと。

※要資料

様式7-3_登録要件充足確認書 ２（３）

様式5_法人概要 １

様式5_法人概要 １

地域DMO（単一市区町村）

一般社団法人小樽観光協会

北海道小樽市

※プルダウンから選択

登録区分：

法人名：

マネジメント区域：

分類：

登録要件充足確認書



（１）観光地経営戦略の策定、数値目標の設定、各種データ等の収集及び分析

※観光地経営戦略に紐づく取組ごとに、前年度の取組実績及び分析と評価、課題をふまえた今後の取組方針を記入してください。

　　　・「観光地経営戦略」を令和８～９年度で策定予定

　　　・「観光地経営戦略」を令和８～９年度で策定予定

　　　・「観光地経営戦略」を令和８～９年度で策定予定

　　　・「観光地経営戦略」を令和８～９年度で策定予定

２．具体的な取組状況と課題

観光地経営戦略の進捗状況と課題

関連する登録要件
ア ガイドラインで定める①～⑫（更新の場合は⑬含む）の全ての要素で構成され、中長期（４～５年間）を対象とした観光地経営戦略を作成すること。

ウ 広域連携DMO及び都道府県DMOは、ガイドライン第６ １（１）ウで求められる役割に応じた方針を策定すること。

マーケティング

マネジメント区域

における

受入環境整備

顧客管理

観光による

受益を広く地域に

行き渡らせる取組

④

⑤

⑥

前年度の取組実績

前年度の取組実績

前年度の取組に対する分析と評価

課題をふまえた今後の取組方針

前年度の取組実績

前年度の取組に対する分析と評価

課題をふまえた今後の取組方針

前年度の取組実績

前年度の取組に対する分析と評価

課題をふまえた今後の取組方針

前年度の取組実績

広域連携DMO／

都道府県DMOに

特有の役割※

前年度の取組に対する分析と評価

課題をふまえた今後の取組方針

前年度の取組に対する分析と評価

課題をふまえた今後の取組方針

課題をふまえた今後の取組方針

前年度の取組実績

前年度の取組に対する分析と評価

課題をふまえた今後の取組方針

前年度の取組実績

①

②

③

前年度の取組に対する分析と評価

前年度の取組実績

前年度の取組に対する分析と評価

課題をふまえた今後の取組方針

前年度の取組実績

前年度の取組に対する分析と評価

課題をふまえた今後の取組方針

前年度の取組実績

前年度の取組に対する分析と評価

課題をふまえた今後の取組方針



KGIとKPIの目標指標

※直近３年間と今後３年間のKGI及びKPIの達成状況を記入してください。

●KGI及びKPI

※実績及び目標値は、暦年か年度か、右記のプルダウンから必ず選択してください。 ⇒

2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度

目標 実績 目標 実績 目標 実績

86,700,000 86,650,000 94,000,000 109,780,000 112,201,000 113,391,000

17,100,000 17,240,000 26,200,000 28,089,240 28,811,665 28,985,996

（XXXX年） （XXXX年）

2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度

目標 実績 目標 実績 目標 実績

11,700 13,840

63,168

950 1,129 1,200 1,188 1,250 1,232

18 28 28 37 41 37

2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度

目標 実績 目標 実績 目標 実績

※1 旅行消費額、延べ宿泊者数はプルダウン式で単位を選択してください。

※2 目標値を見直した場合、見直した箇所は文字色を「赤」にして提出してください。

※「KPI②（DMOの活動による直接成果）」はDMOが自ら設定するKPIです。登録済の法人は、マネジメント、マーケティングの観点からそれぞれ一つ以上の設定が必須となります。

●実行計画を踏まえた効果検証の実施

今後３年間の目標
※2

XXX【単位：XX】

マーケティング観点から設定するKPI

XXX【単位：XX】

上記を踏まえた見直し事項の整理

※上記の分析・評価結果を踏まえ、「①合意形成の仕組みにてどのような議論がなされたのか」、「②議論を踏まえて、見直し事項が生じた場合は戦略・計画にどのように反映したか」を記入してください。

今後３年間の目標
※2

KPI②

（DMOの活動による直接成果）※

直近のKPI達成状況に対する分析

直近のKPI達成状況に対する分析

戦略・計画に基づいた取組結果の分析・評価
・令和８～９年度で策定する「観光地経営戦略」で実施する

【％】

60.0 57.4

直近のKPI達成状況に対する分析

直近のKPI達成状況に対する分析

今後３年間の目標
※2

年度

目標 目標 目標

113,488,000

29,007,024

113,488,000

29,027,506

113,488,000

29,047,451

KGI

直近３年間の目標及び実績

経済波及効果

※３年毎に計測

波及倍率

※単位をプルダウンから選択

直近の達成状況に対する分析と評価

目標目標目標

直近のKPI達成状況に対する分析

・ 令和８～９年度で策定する

「観光地経営戦略」の中で決定

する予定

・ 令和８～９年度で策定する

「観光地経営戦略」の中で決定

する予定

観光事業者の平均給与額

月別来訪者数の平準化率

【千円】

直近３年間の目標及び実績

マネジメント観点から設定するKPI

直近のKPI達成状況に対する分析

・ 令和８～９年度で策定する

「観光地経営戦略」の中で決定

する予定

・ 令和８～９年度で策定する

「観光地経営戦略」の中で決定

する予定

目標目標目標

関連する登録要件 イ ガイドラインで定める必須KGIと必須KPIで定める全てのデータの収集及び分析ができる仕組みが構築されていること。

※単位をプルダウンから選択

旅行消費額

【千円】

全体

インバウンド

KGI

直接効果額

生産誘発額

（最終需要額）

直近のKGIの達成状況に対する分析

　一人当たりの消費額については、当協会が毎年実施するアンケート調査より調査数が圧倒的に多い小樽市が５年に１度実施している観光客動態調査の結果の平均消費額を利用し

ている。直近は、令和５(2023)年度は秋・冬の調査、令和６(2024)年度は春・夏の調査と２年間にわたり実施され、その調査結果を反映している。令和６(2024)年度はインバウンドをは

じめとした道外客の入込客数が大きく伸び、小樽市全体の入込客数は７年振りに800万人を超えた。消費単価及び入込数の増により目標数を上方修正している。

直近の計測年 目標

#DIV/0! #DIV/0!

KPI①

（地域全体の成果）

直近３年間の目標及び実績

　－　60.057.5 47.4

全体

インバウンド

全体

インバウンド

全体

インバウンド

住民満足度

【％】

一人当たり旅行消費額

【円】

延べ宿泊者数

【千人】

来訪者満足度

【％】

直近のKPI達成状況に対する分析

直近のKPI達成状況に対する分析



（２）観光地経営戦略に基づく取組の具体化と実施、検証、改善

※観光資源の磨き上げや受入環境の整備等の着地整備の取組について、記入してください。（例：着地型旅行商品の造成・販売、域内交通を含む交通アクセスの整備に係る調整、多言語表記　等）

※観光客に提供するサービスの品質管理・向上・評価が実施される仕組みや体制のための取組について、記入してください。（例：品質保証制度、OTAの活用、人材育成研修、CRMによるマーケティング　等）

〇 〇 　

〇 　 〇

※地域サイトにおいて、地域内の主要な各エリアの情報を1つ以上掲載している状態を指す。

取組に対する分析と評価

課題をふまえた今後の取組方針

※DMOが運営・管理を行っている旅行者向けウェブサイトの名称及びURLを記入してください。（ない場合は「なし」と記入）

（名称）おたるぽーたる　　　　　　　　（URL）https://otaru.gr.jp/

※上記ウェブサイトが以下に該当する場合は「〇」を選択してください。

地域における取組の不足や重複等の定期的な調整

課題をふまえた今後の取組方針

前年度の取組に対する分析と評価

前年度の取組実績

情報発信・プロモーションの実績・課題

関連する登録要件 ウ 観光客に対し、地域一体となって戦略に基づく一元的な情報発信やプロモーションを行うこと。

※情報発信・プロモーションに係る取組の実績と課題について、記入してください。（例：ワンストップ窓口の整備、ターゲット別のプロモーション方針の作成、SNS発信、観光案内所のサービス維持・向上、トップセールス　等）

取組実績

関連する登録要件

ア 戦略に基づく短期（１年間）を対象とした事業計画書を作成すること。

事業の効果検証に当たっては、KGIやKSF、KPIの達成状況及び計画の実施状況について評価・分析した上で事業報告書等を作成し、関係者と共有すること。

※作成した事業計画書および効果検証に当たって実際に共有を行った資料を添付すること。

※効果検証に当たって作成した事業報告書等を共有した合意形成の仕組み（会議体）の名称、開催日程等に加え、地域における取組の不足や重複等の調整を行った実績を具体的に記入してださい。

・令和８年6月25日開催「DMO形成連絡会議」

観光客に対するサービス品質の評価・向上を図る仕組みの構築

関連する登録要件

前年度の取組実績

前年度の取組に対する分析と評価

課題をふまえた今後の取組方針

イ 観光資源の磨き上げ、地域の「売り」となる観光資源を活用した商品の開発や販売、地域が観光客に提供するサービスの品質管理、向上、評価をする仕組みや体制を構築すること。

ｆ．ターゲットに即した言語で、宿泊及び体験・アクティビティについ

て、サイト内或いは他予約サイトへ遷移した上で予約・決済が可能

な状態になっている

ａ．地域全体を包括している（※） ｂ．宿泊、体験・アクティビティ、飲食に係る情報を掲載している
C．宿泊及び体験・アクティビティについて、サイト内で予約から決済

まで一気通貫に行える状態になっている

ｄ．宿泊及び体験・アクティビティについて、他予約サイトへ遷移した

上で予約・決済が可能な状態になっている
ｅ．ターゲットに即した言語で(a)、(b)、を満たしている



（３）多様な関係者との体制構築

合意形成の仕組み

〇 〇

合意形成の仕組みとして位置付けている会議体の構成員

観光地経営戦略の共有と関係者の意見収集

※該当する共有方法の「〇」を選択してください。

　 〇 〇

一般社団法人小樽観光協会（総会・理事会）、DMO形成連絡会議

上記合意形成の仕組みの概略 地域の多様な関係者の合意形成

・小樽市により令和７年１１月２３日に観光が地域にもたらす意義や効果をお伝えするリーフレット「市民のくらしと小樽観光」を作成しホームページ上で公開するとともに、総連合町会を

通じて各町会の回覧板により周知。

（https://www.city.otaru.lg.jp/docs/2025111800040/）

ｄ．その他
ｃ．DMOが運営するウェブサイト

上での公表

ｂ．ニュースレター等の広報誌に

よる共有
ａ．住民説明会

ア 観光地経営戦略の策定等の合意形成において、観光地域づくり法人が中心的な役割を担っていること。

イ マネジメント区域の多様な関係者による合意形成に当たっては、ガイドラインで定める①又は②のいずれかに該当すること。

オ 合意形成の仕組みの場（意思決定機関）での議事内容を公表すること。

合意形成の仕組みとして位置づけている

会議体の名称

関連する登録要件 ウ 合意形成の仕組みの中に、ガイドラインで定める①～④の全てが参画していること。

※上記合意形成の仕組みとなる会議体における構成員のうち、以下の①～④に該当する関係者の組織・団体名を全て挙げてください。（会議体の最新版の構成員名簿を添付すること）

　①地域が売りとする観光資源の関係者

小樽市商店街振興組合連合会、NPO法人 OTARU CREATIVE PLUS、新おたる農業協同組合、小樽市漁業協同組合、㈱小樽水族館公社、中央バス観光開発㈱、小樽滞在型国

際スノーリゾート協議会、NPO法人歴史文化研究所、公益財団法人似鳥文化財団 小樽芸術村、NPO法人おたる祝津たなげ会、小樽おもてなしボランティアの会、小樽観光ガイドクラ

ブ、おたる案内人ボランティアガイドの会、㈱日本旅行北海道小樽支店

小樽市、アドバイザー　北海道後志総合振興局

関連する登録要件

関連する登録要件

　②宿泊事業者 朝里川温泉組合、小樽ホテルミーティング

合意形成の仕組みの類型

※当てはまる方の「〇」を選択してください。

①取締役、理事等観光地域づくり法人の意思決定に関与できる立場で、行政、文

化、スポーツ、農林漁業、商工業、交通等の幅広い分野の関係団体の代表者が参

画

②観光地域づくり法人が主導して、行政や関係団体をメンバーとするワーキンググルー

プ等の委員会等を設置

直近の開催実績（開催日時と参加人数）

※開催していない場合は、その理由と今後の見通

しを記入すること。

・理事会：令和８年６月２４日 １６時から開催、参加人数 〇〇名＋事務局 ４名

・DMO形成連絡会議：令和８年６月２５日 １４時から開催、参加人数 〇〇名＋アドバイザー等 〇名＋事務局 〇名

意思決定機関での議事内容の公表方法

※実際に共有を行った資料を添付すること

（ウェブサイトで公開している場合はURL記入）

観光地域づくり法人形成・確立計画（様式１・２）のみ公表

https://otaru.gr.jp/citizen/dmo

　③交通事業者 北海道旅客鉄道㈱小樽駅 、北海道中央バス㈱

地域住民からの意見の収集方法

及び戦略等への反映の検討状況
・上記リーフレット内で、小樽観光に関するアンケートを実施。経営戦略は令和８～９年度で策定予定。

　④行政

エ 地域住民をはじめとするマネジメント区域の多様な関係者に対し、観光地経営戦略等の共有（※）を行ない、意見の収集や反映を図ること。但し、広域連携 DMO 及び都道府県 DMO について

は、その限りではない。

※共有すべき資料には、観光地経営戦略および自らの活動意義、取組内容及び成果、KPIの達成状況、地域経済や社会変化の分析結果等を盛り込むこと

共有方法・実績

※実際に共有を行った資料を添付すること。DMO

のウェブサイト等で共有している場合はURLを記入す

ること。（https://○○○）



職員満足度の実績と目標値

2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度

実績 目標 実績 目標 実績 目標

　ー 　ー 　ー 　ー 　ー 　ー

※職員の満足度向上に向けた取組状況及び評価と分析、評価・分析をふまえた今後の取組方針を記入してください。

※法人全体としての収入・支出について、最新決算月時点のものを記入してください。

●前年度決算期における収入内訳と安定財源率 ●前年度決算期における支出内訳

安定財源確保率の実績と目標値

2023 年度 2024 年度 2025 年度 2026 年度 2027 年度 2028 年度

実績 目標 実績 目標 実績 目標

　ー 　ー 　ー 　ー 81.1 　ー

10,363

目標

直近３年度分の実績 今後３年間の目標

職員満足度調査の実施手法 ・令和８年度から実施予定

295,449

その他財源総額

地方税（宿泊税、入湯税等）

収益事業

DMOに対する寄付金

会費

市町村負担金

市町村補助金・交付金

都道府県負担金

都道府県補助金・交付金

その他受託事業収入

道の駅等の指定管理収入

その他（XXX）

寄付金・協力金

（４）観光地域づくり法人の組織の確立

職員の満足向上に向けた取組の評価と今後の取組方針

・令和８年度に策定予定

60.0% 65.0% 70.0%

目標 目標

関連する登録要件 キ 観光地域づくり法人の職員の満足度について、データの収集及び分析、評価を行ない、その結果を報告すること。また、目標の達成状況を踏まえ、計画の見直しを行うこと。

その他

観光による受益を広く地域に行き渡らせる取組

顧客管理

マネジメント区域における受入環境整備

ターゲットに対するマーケティング

国補助金・交付金

安定財源確保率

【％】

直近３年度分の実績 今後３年間の目標

目標 目標 目標

15,300

市町村補助金・交付金

都道府県負担金

都道府県補助金・交付金

安定財源率

その他（雑収入）

705

69,662

2,584

81.1%

市町村負担金

行

政

か

ら

の

交

付

金

・

負

担

金

等

※

2

取組状況及び取組に対する評価・分析

378,186

評価・分析をふまえた今後の取組方針 ・令和８年度に策定予定

（５）安定財源の確保

安定財源の確保に向けた取組の評価と今後の取組方針

関連する登録要件
ア 観光地域づくり法人が自律的かつ継続的に活動するための運営資金の確保に取り組むこと。

ウ 安定財源確保率の設定と評価。運営資金の財源について、自主財源をはじめとした安定的かつ多様な財源の確保を目指し、安定財源確保率の数値目標を設定すること。

経営層向け研修

特

定

財

源

65,569

125,035

10,613

研修区分

基礎的な研修の受講状況

9,242

420,484

20,642

金額（千円）項目

支出総額

項目

収入総額

一般管理費

486,053

関連する登録要件 ク 基礎的な研修を受講していること。

466,437

受益者（観光事業者等）の負担金・分担金

行

政

の

交

付

金

・

負

担

金

等

※

2

受

託

事

業

受講日

2,450

117

39,197

14,563

中核人材、実務人材向け研修

※前年度までに受講した３名分の修了証を

添付すること

①2026年1月20日

事業費総額うち安定財源総額

336,568

88,251

その他

人件費

金額（千円）

職員満足度

【％】

役職

令和８～９年度で受講修了

予定

①専務理事

残る２名については、令和８

～９年度で受講修了予定

受講者

氏名

①徳満　康浩

受講研修名

①公益社団法人 日本観光振興協会 【観光地経営人材認証（中核）】

地域マネジメント



※安定財源の確保に向けた取組状況及び評価と分析、課題をふまえた今後の取組方針を記入してください。

※以下は登録要件ではありません。

【組織外部からの監視や評価】

※外部組織等によるＤＭＯの事業や予算に対する検証の仕組みがある場合は、検証方法や実績を記入してください。

【観光DXに関する取組】

※観光DXに関する取組の状況について、該当する方の「〇」を選択してください。

■デジタル化やDXを推進するための要素が盛り込まれた、データに基づいた戦略を策定していますか。 ■CRMを有するシステムを活用していますか。 ■DMPを有するシステムを活用していますか。

チェック チェック

〇 〇

※「デジタル化や DX を推進するための要素」については以下のものとします。（「観光 DX 推進による観光地の再生と高度化に向けて（最終取りまとめ）」p.34）)

(1)データ活用の目的（観光地の経営状況の判断、観光地域マネジメント・マーケティング、DX 等）、(2)目的を達成するために必要なデータ、(3)当該データの取得主体、(4)当該データの取得方法、

(5)データに基づいた PDCA サイクル実施方法

※なお、ここで言う経営戦略は、必ずしもガイドラインで定める観光地経営戦略である必要はありません。

【観光庁事業の採択実績】

前年度に観光庁から採択を受けた補助事業等がある場合は、その実績を記入してください。

検証時期 外部組織等令和8年5月12日

・上記の行政からの支援は安定財源としても確実であり、これまでの宿泊客数の増加傾向と今後の宿泊施設の比例した宿泊客の増加期待も大きい。

検証方法 監事を２名を設置し、毎年度監査を実施している。

検証結果の公表の有無とその方法 総会議案資料とともに令和８年６月２９日に当協会ホームページで公表

安定財源確保に向けた取組状況
・当法人の収益事業の柱である物販事業は、再開発整備事業の影響もあり収益としては苦戦している中、令和8(2026)年度から小樽市で宿泊税が開始されたことと、その使途事業とし

て当法人への「地域DMO交付金」が拡充されたことが、事業を推進するうえで非常に大きな支援である。

３．その他取組状況調査　

取組に対する分析と評価

課題をふまえた今後の取組方針
・当法人の収益事業として物販事業はあるが、さらなる収益事業の確保に向けて、市の施設の管理運営に対して、以前に不採択になった要因や課題の改善を含めて、新たな受託に向け

て検討する。

税理士法人 中央会計事務所

採択事業名 令和7年度　地域観光魅力向上事業

選択肢

活用している

活用していない 活用していない

活用している

選択肢選択肢

策定している

策定していない

チェック

〇


